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論 文 内 容 要 旨          
オーステナイト系ステンレス鋼連続鋳造材に発生する内部き裂については、工業的に大きな課題でありながら、
これまで十分な議論がなされていなかった。本研究では、き裂の発生、伝播を助長する諸要因を可能な限り定量
化し、その発生を抑制するために有用な方法を提案、適用することを目的とした。巨視的、微視的の両視点で内
部き裂を観察、解析することで、き裂は固相で発生したことを示し、当該箇所には相が存在しており相界
面で応力集中が発生した可能性を示した。また、従来定量化が困難であった残留応力を測定し、巨視的視点
における内部き裂発生、伝播機構をモデル化し、発生の主要因である引張応力は内圧（溶鋼静圧）による連続鋳
造材の変形によるものであると推定した。さらに、微視的視点において、これまで連続鋳造材について議論され
た例がない、結晶方位の縦弾性係数異方性や、結晶粒界のΣ値、異なる結晶方位間の線熱膨張差がき裂の発生、
伝播を助長した可能性を示すモデルを提案した。これらのモデルを元に、内圧の低減を目的としたスラブの厚み
減少や、等軸晶領域の拡大を目的とした電磁攪拌の出力増大を提案した。後者の実施により内部き裂が発生しな
かった一例を引用して、今回提案した方法が内部き裂の発生、伝播を抑制することを示した。 
第1章では、本研究の背景と目的を述べた。鉄基多元合金は、通常、生産効率に優れた連続鋳造機にて半製品
であるスラブを鋳造している。連続鋳造機には3種類の型式があり、そのうち縦型連続鋳造機は曲げ部分を有さ
ないために、高温強度が高い合金を製造できる利点がある。その反面、溶鋼静圧を強く受けるために凝固シェル
が変形しやすく、内部き裂が発生することがある。このき裂が、後工程の熱間圧延工程にて圧着されないと、当
該部分を切除せねばならないため、生産歩留まりの低下を引き起こすので大きな課題であった。 
本章では、研究を開始するにあたって、鋳造材のき裂に関する既往の研究結果を Al や Mg 合金の範囲
まで拡大して参照した。その結果、合金組成、温度および力学の因子によってき裂が発生するが、議論
の主体は合金組成と温度に関する微視的な観点であり、巨視的な力学的因子は充分に議論されていなか
った。鋳造時に働く応力は内部き裂を起こす一因子であるが、その数値は推定に留まっており、定量的
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な測定例は無かったと言える。 
そこで、本研究の目的は垂直型の連続鋳造機で鋳造した内部き裂を有するオーステナイト系ステンレ
ス鋼、Fe-20wt.%Ni-20wt.%Cr-0.4wt.%Ti 系合金(UNS-S33400)を対象にして、内部き裂を発生、伝播、停
止させた諸要因を可能な限り定量的に議論し、内部き裂の発生、伝播モデルに基づいた抑制方法を提案、
実現することとした。 
第 2 章では、内部き裂の起点は固相であることを示した。まず、熱力学計算ソフト Thermo-calc によ
り、 Fe-20wt.%Ni-20wt.%Cr-0.4wt.%Ti 系合金の状態図を計算により求めた。本研究対象合金はオーステ
ナイト系ステンレス鋼であるので、基本的に単相凝固であるが、系全体では非平衡となる凝固時には
相が晶出する可能性を示した。内部き裂の起点と推定した柱状晶側の端部の元素分布から、溶質元素で
ある Ni、Si、Ti の濃化が観察されなかったことから、き裂は固相で発生したものと推定した。さらに、
発生温度域をより正確に把握するために、DSC の測定を実施した。その結果、液相線温度と固相線温度
がそれぞれ 1445、1400℃と求まり、内部き裂の発生温度を 1400℃以下の固相であると示した。 
第 3 章では相の生成を証明し、き裂に沿った晶出量を定量分析することで、相界面が起点となり
得ることを示した。まず、き裂に沿って X 線回折を行い相の形成を確認した。続けて、その密度をリ
ートベルト解析により定量的に分析したところ、き裂の柱状晶側端部において相の存在密度が 12wt.%
と最大値を示すことを明らかにした。相は相に比較して約縦弾性係数が高いため、一様なひずみが
発生した場合、/相界面に応力が集中する。相の形成が確認されたこと、およびその密度分布から、
き裂の柱状晶側端部が起点となる妥当性を示した。さらに、Gulliver-Scheil モデルに基づいた計算から
も、オーステナイト系ステンレス鋼中に相が形成する妥当性を示すことが出来た。 
第 4 章では、内部き裂近傍の応力テンソルを測定し、内部き裂発生、伝播要因を議論した。X 線 2D
法を適用し、さらに試料を傾動し、揺動することによって、本研究対象試料の残留応力を測定すること
が可能であることを示した。つまり、本測定方法は、鋳造材のように粗大で強配向な結晶粒からなる金
属試料の残留応力を測定するのに極めて有効な手法であることが示された。内部き裂に沿った残留応力
分布から、柱状晶側き裂端にて著しく、かつシャープな応力集中が確認された。具体的には、当該箇所
における垂直、主および相当応力は、それぞれ、300, 450, 400MPa であった。一方の等軸晶側き裂端で
は、それぞれ 200, 200, 150MPa であり、応力の集中は見られなかった。 
本残留応力の測定結果、ならびに、第 3 章の測定結果を基にき裂の伝播方向が特定された。すなわち、
内部き裂は柱状晶側端部を起点として、等軸晶側端部に向かって伝播したものであることを示した。な
お、内部き裂は複数の細かいき裂の集合体であり、その個々はバルジングに伴う凝固シェルの変形が繰
り返し起こることで形成が進んだものと考察した。本章から導出される防止策としては、き裂の起点を
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もたらす応力を発生させないことが挙げられた。それを達成するためには、連続鋳造機としては内圧を
極力低減すること、ならびに、鋳造中のスラブを極力変形させないよう、スラブを支持するロールの剛
性を高めることが有効であることを提案した。 
第 5 章では、スラブ内各部の縦弾性係数と線熱膨張量を求め、スラブ内の特有の位置に応力が集中す
る要因を明確にするとともに、内部き裂の発生、伝播との関わりを議論した。自由共振法により縦弾性
係数を測定した結果、柱状晶部(試料長手：成長方向)での測定値は 109GPa であり、冷間圧延材 197GPa、
等軸晶部 178GPa、柱状晶部(試料長手：成長方向と直交方向)133GPa と比較して、最も低い値を示した
ことから、同等の応力の下では、柱状晶部(試料長手：成長方向)には等軸晶部と比べて約 2 倍のひずみ
が発生することが分かった。この差は、各部位にて結晶方位が異なることによる縦弾性定数の異方性に
基づくものと考えられた。柱状晶(試料長手：成長方向) は、[001]を優先方位として成長しているため最
も低い縦弾性係数を示したものと考えられた。この縦弾性係数が大きく異なる粗大な結晶粒の混在が、
柱状晶部に内部き裂を発生させ、その後伝播させた一つの要因と考えられた。 
また、相の各結晶方位の線熱膨張量を測定した結果、 25～1000℃の温度範囲で(001)と(011)の間には、
絶対量で 0.2%の差が確認された。隣接する結晶粒間相互の完全拘束、および、縦弾性係数の温度依存性
を仮定すれば、最大で約 300MPa の熱応力が発生すると計算された。この値は、第 4章で得られた残留
応力値に近いことから、熱応力も内部き裂の発生、伝播に少なからず影響を及ぼすと考えられた。これ
らの結果に基づき、き裂の発生および伝播の抑制には、等軸晶領域の拡大ならびに結晶粒の微細化によるひ
ずみのミスフィット緩和、および熱応力の軽減も有効であることを提案した。 
第 6 章では、内部き裂近傍の結晶方位解析により、内部き裂の伝播および停止に関わる因子を明らか
にした。内部き裂が伝播した粒界の結晶方位解析を基にΣ値を求めた結果、内部き裂は高Σ値粒界を主
に伝播したことが分かった。高Σ値粒界は粒界エネルギーが高いため、潜在的に内部き裂を発生させや
すいと考えられる。また、内部き裂の伝播が停止した箇所を詳細に観察したところ、箇所の微視的な
停止点が確認された。各々の微細き裂が直面していた結晶粒の Schmid 因子は 0.45 以上であり、他の結
晶粒と比べて高いために、結晶粒の塑性変形によってき裂先端の応力集中が緩和され、き裂の伝播が停
止したものと考えられる。
これらの結果から、内部き裂が伝播し進展する間、高Σ値粒界からき裂が発生し、高 Schmid 因子の
結晶粒に直面した箇所で停止する挙動が断続的に続いたものと考えた。そのため、内部き裂の伝播を抑
制するためには、高Σ値粒界が極力連続しないことと、き裂が発生した際には、高 Schmid 因子の結晶
粒に早期に直面することが有効であると考えた。具体的には、等軸晶領域を拡大することと、結晶粒を
微細化することが有用であると提案した。 
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第 7 章では、2～6 章で議論した内部き裂を発生、伝播、停止させる諸要因を統合して実操業時の凝固
現象の観点から議論した。ステンレス連続鋳造における内部き裂の発生、伝播および停止は次のように
起こると考えられる。 
(1) スラブの凝固過程において、凝固のごく初期、つまりスラブ内部に溶融金属が多く存在する場合には、支持
ロールと支持ロールの間で凝固シェルの変形、バルジングが発生するが、凝固シェルの温度が高いため変形
が容易で元の形状に戻る。 
(2) 凝固が進行し、スラブの表面に近い凝固シェルの温度が低下すると、延性が低下する温度に至った凝固シェ
ルにおいて、バルジングの発生に伴う引張応力により内部き裂が発生する。内部き裂が発生したことを示す
応力集中の痕跡は、柱状晶側のき裂端において測定された。その応力集中は、熱応力の発生や応力緩和によ
り応力値を増減させたが、室温時まで残留した。 
(3) 更に温度低下が進むと(2)で内部き裂を発生させる温度域、すなわち延性が低下する温度域は中央へ移動する。
支持ロールの間においてバルジングによる引張応力が発生する度に、既に存在するき裂の端部よりも等軸晶
側に小さなき裂が発生し伝播する。 
凝固末期になると溶融金属による内圧は最も高くなるが、凝固シェルが充分に成長しているために変形せず、
引張応力は発生しにくい。しかし、デンドライトの樹間にNi, Ti, Siが濃化した母相よりも引張強度が低い領域
が存在するため、小さな応力でもある程度き裂が伝播する。バルジングの終了とともにき裂の伝播は停止する。
き裂を伝播させた引張応力が小さいため、あるいは、き裂の末端に集中した応力が緩和したため、室温での残留
応力は低いものと考えられる。以上の機構からき裂を抑制する方法として、1. 内圧低減を狙い、スラブの厚みを
減少すること、2. スラブの変形抑制のために支持ロールの剛性を高めること、3. 等軸晶領域を拡大するために
電磁攪拌の出力を増大することを提案した。これらの対策から、支持ロールの剛性を高めること、および電磁攪
拌の出力を増大させることを実機に適用し、内部き裂を抑制することに成功した。 
第 8 章では、本研究を総括した。すなわち、従来連続鋳造材において議論されていなかった残留応力
分布に基づいてき裂の発生、伝播機構を推定し、内圧の低減を提案した。続いて、結晶粒の配向性に基
づく縦弾性係数異方性、結晶粒界のΣ値、異なる結晶方位間の線熱膨張差に基づいてき裂発生、伝播位置
を推定し、等軸晶領域の拡大を提案してステンレス鋼連続鋳造操業における亀裂発生撲滅の一成功例を
示した。 
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